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テーマ１ 子どもの意見聴取・反映について

Ｑ：国や地方自治体が、子ども目線による施策を策定・実施するに当たり、

子どもの意見を聴く方法や、子どもの意見を施策に反映させるプロセス

として、最も効果的な方法・プロセスは何だと思いますか？

こども基本法（抄）

（こども施策に対するこども等の意見の反映）

第１１条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当たっては、

当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見を反映させ

るために必要な措置を講ずるものとする。
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テーマ２ 少子化対策について（１）

Ｑ：少子化の主な原因は、未婚化と晩婚化だと言われていますが、

こうした中で、子ども・子育て支援が果たすべき役割は何だと

思いますか？
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テーマ２ 少子化対策について（２）

出生数の減少は予測を上回る速度で進行し、人口減少に歯止めがかかっていない。令和４年

の出生数は 77 万 759 人で、統計開始以来、最少の数字となり、合計特殊出生率は 1.26 と過

去最低となった。少子化・人口減少に歯止めをかけなければ、我が国の経済・社会システムを

維持することは難しく、国際社会における存在感を失うおそれもある。若年人口が急激に減少

する 2030 年代に入るまでが状況を反転させることができるかどうかの重要な分岐点である。

少子化の主な原因は、未婚化と晩婚化（若い世代での未婚率の上昇や、初婚年齢の上昇）、

有配偶出生率の低下である。特に未婚化と晩婚化の影響が大きいと言われており、その主な要

因は、若い世代の低い所得と不安定な雇用環境、出会いの機会の減少である。若い世代の８割

を超す未婚男女がいずれ結婚することを希望しており、また、夫婦は２人以上のこどもを育て

ることを理想としているが、若い世代が結婚や子育ての将来展望を描けず、こうした希望や理

想が叶わない状況にある。

子育て当事者にとっては、こどもの成長や子育てをめぐる状況が厳しく、負担や不安、孤立

感が高まっている。子育てしづらい社会環境や、根強い固定的な性別役割分担意識等を背景と

した仕事と子育てを両立しにくい職場環境がある。さらには、子育ての経済的・精神的負担感

が存在する。

若い世代が将来に明るい希望を持てる社会をつくらない限り、少子化トレンドの反転は叶わ

ない。

こども大綱 p.47「（参考）こども・若者や子育て当事者を取り巻く現状」より抜粋
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